
災害時の応援に関する協定書 

  久喜市（以下「甲」という。）と久喜市管工事業協同組合（以下「乙」という。）は、災
害発生時又は災害発生のおそれのある場合（以下「災害時」という。）の応援に関して、次

のとおり協定を締結する。 

 

（目 的） 
第１条 この協定は、災害時の応援に関して、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（応援の要請） 

第２条 甲は、災害時においては、乙に対し応援を要請することができる。 

２ 甲は、前項の要請をするときは、災害の状況、場所、活動内容、希望人員、機材等に
ついて通知するものとする。 

 

（応援の実施） 

第３条 乙は、前条の要請を受けたときは、速やかに応援するものとする。 

 

（経費の負担） 

第４条 甲は、乙から応援を受けたときは、その経費を負担するものとする。 

 

（応急措置活動） 

第５条 災害現場における応急措置活動は原則として、甲の職員（以下「職員」という。）
が指揮監督するものとし、乙はこれに従うものとする。 

２ 災害現場に、職員が派遣されていない場合は、乙自ら要請事項に従い応急措置活動を
実施するものとする。この場合において乙は、応急措置活動の終了後、活動内容の概要

を甲に報告するものとする。 

 

（応援の内容） 

第６条 応援の内容は、次のとおりとする。  ① 水道施設の被害状況等の情報収集  ② 水道施設の補修  ③ 応急給水活動  ④ その他災害の状況に応じて、必要と認められる活動 

 

 

（公務災害補償） 

第７条 甲の要請により出動した乙の組合員（以下「組合員」という。）に事故が発生した
場合、労働者災害補償保険法（昭和２２年４月法律第５０条）の適用を受けない組合員

については、埼玉県市町村消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年埼玉県市町村消防

災害補償組合条例第１号）を適用し、補償する。 

 

（報告の要請） 

第８条 甲は、応急措置活動に出動できる人員、機材等の状況について、本協定締結後必
要がある都度、乙に対して報告を求めることができる。 

 

（有効期間） 

第９条 本協定書の有効期間は、協定締結の日から平成２０年３月３１日までとする。 

２ 前項の期間満了の３ヶ月前までに、甲又は乙いずれかの側からもこの協定改定の意思
表示がないときは、更に 1年間有効期間を延長するものとし、以後この例による。 

 

（協議） 

第１０条 本協定の定めのない事項については、その都度甲乙協議して定めるものとする。 
 

  本協定の成立を証するため、本書２通を作成し当事者記名押印のうえ、各自 1 通を保有

する。 

   平成１９年２月９日 

                 埼玉県久喜市大字下早見８５番地の３             甲   久 喜 市 

                 久喜市長   

 

                 埼玉県久喜市南４丁目２番７号             乙   久喜市管工事業協同組合 

                 代表理事   


